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各議案の賛否は
（○賛成　●反対）

議長は採決に加わりません。
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令和７年度予算
一般会計　 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 可決
国民健康保険特別会計 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 可決
後期高齢者医療特別会計　防災ダム管理特別会計
水道事業会計 下水道事業会計　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

令和６年度補正 一般会計　国民健康保険特別会計　後期高齢者医療特別会計
防災ダム管理特別会計　水道事業会計　下水道事業会計　 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

同意 副町長の選任に対する同意 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 同意
条例整理 刑法等の一部改正する法律に伴う関係条例の整理

に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 可決
条例制定 特別職の指定等に関する条例を廃止 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

条例一部改正

職員の勤務時間・休暇・育児休業に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
特別職の職員の給与及び旅費に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
職員の給与に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
職員の旅費支給に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
特定教育・保育施設事業などの設備運営に関する
基準を定める条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
水道事業及び下水道事業の設置に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
水道布設工事監督者の配置及び資格、水道技術管
理者の資格に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決
国民健康保険税条例 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 ● 〇 〇 〇 可決

規約変更 市町村職員退職手当組合の構成数の減少及び退職
手当組合規約変更 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 可決

※各議案名については簡略しています。議決結果はホームページに記載しています。

令和７年度一般会計予算
反対意見（江藤議員） 賛成意見（丸山議員）

DX 推進事業は、国の制度ではあるが、経費増、個人情報漏洩、町独自の政
策が排除されるなど問題がある。また、特別措置法による同和対策事業は
2002 年終了している。問題があるとすれば、一般対策で十分対応できる。
町の主体性を求める。

予算審査特別委員会で、慎
重に審議された適正な予算
編成である。人権同和教育
予算は丁寧な取組みがされ
ている。反対意見（竹下議員）

ネイティブテキスタイル事業など十分な検討がなされたか。こどもまんな
かアクションプランなど職員の増員を図ったがその必要性が不明確である。

国民健康保険税条例一部改正
反対意見（江藤議員） 賛成意見（丸山議員）

国保は、年金生活者、無職の方などが多く、財政基盤が弱い。協会けんぽ
などと比較すると２倍の税額になっている。町は財政負担を増やし、税額
を抑えるべきである。

国保制度を維持するため、
また、県内他自治体と同様
に資産割をなくす条例改正
である。
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